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都
市
再
生
の
枠
組
み 

国
が
進
め
る
都
市
再
生
は
、
構
造
改
革
の
一

環
と
し
て
、
民
間
が
持
つ
資
金
や
ノ
ウ
ハ
ウ
な

ど
の
力
を
都
市
再
生
に
活
か
し
て
、
新
た
な
需

要
を
喚
起
し
、
経
済
再
生
を
目
指
す
も
の
と
し

て
い
る
。推
進
組
織
で
あ
る
都
市
再
生
本
部
は
、

小
泉
内
閣
誕
生
直
後
の
二
〇
〇
一
年
五
月
に
発

足
し
た
。 

都
市
再
生
の
枠
組
み
は
、
大
き
く
分
け
て
三

つ
あ
る
が
、
そ
の
う
ち
の
二
つ
「
都
市
再
生
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
」「
民
間
都
市
開
発
投
資
促
進
」は
、

一
九
九
〇
年
代
以
降
の
長
引
く
経
済
の
低
迷
の

中
で
国
際
競
争
力
を
高
め
る
た
め
に
、
東
京
、

大
阪
を
は
じ
め
と
す
る
大
都
市
等
の
再
生
を
目 
               

               
 的

と
し
た
取
り
組
み
で
あ
る
。
一
つ
目
の
「
都

市
再
生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
は
、
内
閣
の
統
一
方

針
に
基
づ
い
て
国
の
関
係
省
庁
が
総
力
で
取
り 

組
む
も
の
で
あ
る
。
二
つ
目
の
「
民
間
都
市
開

発
促
進
の
た
め
の
緊
急
措
置
」
は
、
主
に
民
間

に
よ
る
都
市
開
発
事
業
を
促
進
す
る
た
め
、
都

市
再
生
緊
急
整
備
地
域
を
指
定
し
て
、
地
域
内

で
は
都
市
計
画
に
関
す
る
特
例
や
国
か
ら
の
金

融
支
援
が
行
わ
れ
る
。
名
古
屋
で
も
、
豊
田
・

毎
日
ビ
ル
、
牛
島
再
開
発
ビ
ル
、
三
井
ビ
ル
、

サ
ッ
ポ
ロ
ビ
ー
ル
工
場
跡
地
な
ど
、
都
市
再
生

緊
急
整
備
地
域
内
で
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

行
わ
れ
て
い
る
。 

三
つ
目
は
、
前
記
の
大
都
市
の
都
市
再
生
か

ら
遅
れ
て
一
年
後
に
新
た
に
付
加
さ
れ
た
も
の 

で
、｢
稚
内
か
ら
石
垣
ま
で｣

、
全
国
を
対
象
に

｢

身
の
回
り｣
の
生
活
の
質
の
向
上
と
「
地
域
経

済
・
社
会
」
の
活
性
化
を
図
る
た
め
の
支
援
の

仕
組
み
で
あ
る
。
こ
れ
が
「
全
国
都
市
再
生
モ

デ
ル
調
査
」
で
あ
り
、
二
〇
〇
三
年
度
以
降
三

回
実
施
さ
れ
て
お
り
、
二
〇
〇
五
年
度
は
百
五

十
六
件
の
提
案
が
選
定
さ
れ
て
い
る
。
応
募
団

体
は
、
地
方
自
治
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
ま
ち
づ
く
り

協
議
会
等
と
様
々
で
あ
る
。
モ
デ
ル
調
査
に
選

定
さ
れ
て
調
査
を
実
施
す
る
と
、
次
年
度
以
降

で
本
格
的
に
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、

ま
ち
づ
く
り
交
付
金
（
下
の
枠
囲
み
を
参
照
）

な
ど
の
支
援
の
仕
組
み
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。 

 

                

都
市
再
生
の
意
義 

 

都
市
再
生
基
本
方
針
（
二
〇
〇
二
年
七
月
閣

議
決
定
、
二
〇
〇
四
年
四
月
一
部
変
更
）
に
よ

れ
ば
、「
急
速
な
情
報
化
、
国
際
化
、
少
子
高
齢

化
等
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し
て
、

そ
の
魅
力
と
国
際
競
争
力
を
高
め
る
こ
と
」
を

都
市
再
生
の
基
本
的
な
意
義
と
し
、
さ
ら
に
、

「
民
間
に
存
在
す
る
資
金
や
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
の

民
間
の
力
を
引
き
出
し
、
そ
れ
を
都
市
に
振
り

向
け
、
さ
ら
に
新
た
な
需
要
を
喚
起
す
る
こ
と

か
ら
、経
済
再
生
の
実
現
に
つ
な
が
る
」「
土
地

の
流
動
化
を
通
じ
て
不
良
債
権
問
題
の
解
消
に

寄
与
す
る
」
と
し
て
い
る
。 

 

東
海
地
方
に
目
を
向
け
る
と
、
多
く
の
自
治

体
の
財
政
が
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
る
中
、
官
民

が
一
体
と
な
っ
て
都
市
再
生
に
取
り
組
む
こ
と

で
、
共
通
理
解
を
持
つ
こ
と
に
つ
な
が
る
と
と

も
に
、
地
域
自
ら
の
提
案
を
社
会
実
験
な
ど
の

実
践
・
検
証
を
重
ね
る
こ
と
で
、
中
心
市
街
地

の
空
洞
化
の
解
消
な
ど
地
域
が
抱
え
る
課
題
を

解
決
に
向
か
う
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。 

  

最
後
に
、
次
ペ
ー
ジ
以
降
で
は
、
全
国
都
市

再
生
モ
デ
ル
調
査
を
活
用
し
て
い
る
か
ど
う
か

に
関
わ
ら
ず
、
地
域
固
有
の
文
化
に
根
ざ
し
た

取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
事
例
を
取
り
上
げ
た
。 

  

                                    
         

都市再生プロジェクト 
都市再生緊急整備地域 

 

全国都市再生モデル調査 
2003年度 

2004年度 

2005年度 
 

囲み線 が今回取り上げた都市 

注：都市名は調査実施時点 

 都市再生は、2001(H13)年 5 月、内閣に都市再生本部が発足して以来、わが国の

構造改革の一環として進められてきている。当初は、東京、大阪、名古屋などの大都

市を支援するものとして取り組みが進められてきたが、その後、地方都市の都市再生

を支援するものとして 2003(H15)年度より全国都市再生モデル調査がスタートし、

各地で創意工夫をこらしたまちづくりが展開されている。そこで、今回は「東海地方

の都市再生」をテーマとして、各地で行われているまちづくりを紹介したい。 
名古屋市 

碧南市 

岐阜市 

伊勢市 

犬山市 

大垣市 

古川町 

東海地方における 

都市再生の分布 

多治見市 

豊田市 桑名市 

四日市市 

津市 

美濃加茂市 

各務原市 

山県市 

愛知県 

紀伊長島町 

上野市 

各務原市、川島町 

岡崎市、瀬戸市、春日井市、 豊田市 

豊川市 

豊橋市 

阿児町 

羽島市 

西尾市 

下呂市 

半田市 

郡上市 

長久手町 

名古屋市西区 

津島市 

南勢町 

鳥羽市 

 

都市再生に関する主な動き（2005.11 現在） 

 

 

＜都市再生本部の活動＞ 

2001.4 小泉内閣発足 

2001.5 内閣に都市再生本部発足(閣議決定) 

  ～第 14 回会合（2005.6） 

2002.6 都市再生特別措置法施行 

    

 

＜都市再生プロジェクト-大都市で国の省庁が 

総力を挙げて推進する取り組み＞ 

2001.6 都市再生プロジェクトに対する 

基本的考え方(都市再生本部決定) 

 

 

 都市再生プロジェクト  

第 9 次指定までで 19 プロジェクトを決定 

 東海地方に関する内容 

第 5 次決定：国有地の戦略的な活用による都市 

拠点形成－名城・柳原地区（名古屋市） 

第 9 次決定：防犯対策等とまちづくりの連携協働

による都市の安全・安心の再構築 

→大都市等の魅力ある繁華街の再生（名古屋栄

周辺等でのモデル的取り組みの展開） 

 

 

＜民間都市開発投資の促進－緊急整備地域内に 

おける民間を中心とした都市開発事業の促進＞ 

2001.8 民間都市開発投資促進のための 

緊急措置(都市再生本部決定) 

 

 

都市再生緊急整備地域の指定 

第４次指定までで全国 63 地域 

東海地方での指定状況 

第一次：名古屋駅東地域 約 57ha 

第二次：名古屋駅周辺・伏見・栄地域 約 348ha 

（第一次指定の名古屋駅東地域全域を含む） 

     名古屋千種・鶴舞地域 約 24ha 

     名古屋臨海高速鉄道駅周辺地域 約 56ha 

第三次：岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域 約 30ha 

 

 

＜全国の都市再生の推進－地域が「自ら考えて 

行動する」先導的な都市再生活動の支援＞ 

2002.4 全国都市再生のための緊急措置 

～稚内から石垣まで～(都市再生本部決定) 

 

  

全国都市再生モデル調査 

2003 年度 171 件（応募 644 件） 

東海地方１４件（岐阜県 5、愛知県 4、三重県 5） 

 2004 年度 162 件（応募 566 件） 

東海地方 16 件（岐阜県 6、愛知県 7、三重県３） 

 2005 年度 156 件（応募 587 件） 

東海地方 11 件（岐阜県 4、愛知県 5、三重県 2） 

 

 

都市再生に類する制度 

 
○まちづくり交付金（旧まちづくり総合支援事業） 

2004 年度に開始され、全国都市再生の推進

を支援する事業として位置づけられている。市
町村が都市再生整備計画を作成して国が認定す

るが、この整備計画の中には、道路、河川等の

都市施設や再開発、区画整理などの市街地開発
といったハード事業だけでなく、各種社会実験

などソフト事業も盛り込むことができる。 

 
 

○地域再生 
地域経済の活性化、地域における雇用機会の

創出など、様々な地域活力の再生を目指す視点

から、地域が作成する計画を国が支援していこ
うという制度。地方自治体が地域再生計画を作

成し、国の地域再生本部（2003 年 10 月設置）

の認定を受ける。 
 

○構造改革特区 
地方公共団体や民間事業者等の自発的な立案

により、地域の特性に応じた規制当該地域にお

いて地域が自発的に構造改革を進める制度。 

特特集集 

東東海海地地方方のの都都市市再再生生 高山市 


